
応用社会学研究　2005　№ 47　149

1．はじめに

　今日、改めてイノベーション、技術革新の必要
性が叫ばれているが、その議論・論理の前提とな
る研究対象は様々であり、あるイノベーション理
論の説明可能性の範囲がどの程度であるか、ある
理論が全体体系の中でどこに位置づけられるのか
については必ずしも明確になっていない。
　通常、日本語ではイノベーションは技術革新と
訳されるが、イノベーションとは技術革新に限定
されるものではなく、顧客との関係性や生産プロ
セスについても見出されるものである。顧客との
関係性においては、既存のテクノロジーを再編し
て従来の製品と市場とのつながりを変えてしまう
市場創出イノベーションが生じ、他方、製品と工
程に関する既成概念を洗練、拡張し、製品と市場
との従来のつながりを強化する工程イノベーショ
ンが起こって産業の収益性に影響を与える。実
際、日本企業の強みは工程イノベーションにある
と考えられてきたし、また、社会経済が成熟化し
た中で、技術的な革新による限界生産性は逓減し
つつあり、顧客志向に基づく市場創出型のイノ
ベーションが重要であるともいわれている。
　しかしながら、イノベーションの多様性につい
ては十分認識しつつも、“技術革新” に焦点を当
てることが肝要であるということが本稿の基本ス
タンスである。ビジネスにとって顧客志向は不可
避であるが、そこから生まれてくるアイデアには
現状技術を根本から変えてしまうような革新性は
なく、えてして改良・改善の域を脱しきれないも

のが多い（内崎・佐藤1998年）。たとえば、先端
医療にDDS （Drug Delivery Systems）というもの
がある。薬物はほとんどの場合、病変部への配
送過程で不要なものとして分解されたり、健康
な細胞に配送されて副作用を生み出したりする。
DDSの中核手法である「ターゲッティング療法」
は、体内での薬物の行き先を積極的にコントロー
ルし、薬物本来の効能をより発揮させるととも
に、副作用の問題を解決し、薬物投与を最適化す
る（産業技術総合研究所2003年）。これについて
顧客（患者）は、「健康になりたい」「副作用をさ
けたい」という要望は出せても、DDSのような技
術的な解決法を示すことはない。DDSを可能と
しているのは、機能性高分子などの先端技術であ
る。
　加えて、技術革新に焦点を当てるとして、それ
にも多様性のあることを認識する必要がある。詳
細は論じないが、そもそも、化学を母胎とする産
業と物理学を母胎とする産業では基本技術及び製
品製法について考え方がまったく異なっている。
本稿では物理学を母胎とする産業を中心に検討を
加えていくが、この分野では一般的に日本企業の
“すり合わせ技術”に注目が集まっている。この
すり合わせ技術について再検討を行うとともに、
先行研究に基づいて、今日求められる技術革新の
課題の本質について整理していくことが本稿のね
らいである。

技術イノベーション理論の再考察
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2．産業進化プロセスとすり合わせ技術

　Baldwin and Clark （1997）が、ハーバード
ビジネスレビュー誌に‘Managing in an Age of 

Modular i ty’を発表して以来、わが国でも製品
アーキテクチャーによるイノベーションの議論が
盛んである。自動車やコンピュータをみてもわか
るように工業製品は多くの構成要素の集合体であ
る。この構成要素の集合体である製品において
は、システム全体をどのように（どのような視点
で）構成要素へと分割するか、分割した構成要素
（部分）をどのように関連づけるかという2つの
課題が生じる。言い換えると、構成要素への“分
け方”と要素の“つなぎ方”によって、製品性能
に差異が生じるわけであるが、この“分け方”と
“つなぎ方”の設計構想がアーキテクチャーである。
　アーキテクチャーには「モジュラー型」と「す
り合わせ型」がある。「モジュラー型」とは、機
能と部品との関係が 1対 1のスッキリした形に
なっており、それぞれが自己完結的なものとなっ

ている。一方、「すり合わせ型」とは、機能群と
部品群との関係が錯綜した形になっているもので
ある。例えば、自動車には乗り心地という機能を
実現する１つの部品があるわけではなく、タイ
ヤ、エンジンなど複数の部品の相互調整によって
システムとしての性能を発揮している。こうした
構成要素間の精密な調整によって目標性能を実現
する技術がすり合わせ技術であり、これには作業
者の豊富な経験と作業者間の密接な協力が必要で
あり、同技術は日本企業の強みであると考えられ
ている（藤本・武石・青島2001年）。しかしながら、
このこと（すり合わせ技術の強み）は一般であろ
うか。
　図表1は、あらゆる産業の共通の進化プロセス
を示したものである。まず宇宙や自然界が一定の
法則にしたがって実在し、その法則が科学的に理
解されて理論が構築される。理論は新しい技術を
生み出し、その技術を応用して斬新な製品やサー
ビスが開発され、ビジネスが誕生する。加えて、
そのビジネスを効率よく管理・推進するための組

出典：Davis（1986）を参照作成
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織（マネジメント）が形成される。もちろん、す
でにみたように作業者の豊富な経験と密接な協力
という組織（マネジメント）特性がすり合わせ技
術を維持・強化しているという面があるように、
進化の各プロセスは決して一方向的な影響のみに
限定されるものではない。望遠鏡や顕微鏡の技術
的発展はまぎれもなく現在の先端科学を支えてい
る。
　しかしながら、産業発展をより俯瞰的にとらえ
れば、図表１の進化プロセスは成立する。実際に
近代産業をみても、化学の発展によって、化学反
応技術を利用した化学工業、鉄鋼業、非鉄金属工
業、石油精製業などが発達し、物理学の発展に
よって物理的な変換技術を基盤とした自動車、電
子・電気機器、精密機器業などが発達したのであ
る。
　すり合わせ技術というくらいであるから、少し
技術にフォーカスして議論を進めてみよう。生駒
（1999年）は技術を以下の3つに分類している。
　・T1　経験に基づく技術（原始技術）
　・T2　科学的な法則に依拠する技術（科学の応

用としての技術）
　・T3　ある条件下である目的を成就するための

技術（工学技術）
　この分類にしたがえば、すり合わせ技術はT1

（技能）を基礎としてT3（製品システム）の性能
実現を行うものであるといえよう。製品システム
は、“ある科学原理”のもとで成立しているが、
すり合わせ技術とは、このある科学原理の範疇で
極力高い性能を実現するための技術である。
　つまり、すり合わせ技術とは、ある科学原理 の
もとで成立している製品システムの現実の性能
と、そのある科学原理に基づく理論的な限界性能
の間に余白がある場合に効力を発揮する技術であ
る 1。ところが、先端科学関連産業である半導体
などの分野では、製品性能がその技術を成立させ
ている既存の科学原理の限界値（物理的限界＝中
山1998年、物理限界＝藤村2000年、2002年、理
論限界＝大見2004年）に達し、すり合わせ技術

による調整余白が消失（すり合わせが主たる競争
要因とならない）してしまっている。こうした領
域ではそもそも限界値を突破するための生駒のい
うところのT2の科学に隣接した技術が競争要因
となる。
　以下では、まず、アーキテクチャーの議論の確
認を行って、既存科学原理の限界値（以下、物理
限界）にある産業について基本考察を行ってい
く。

3．製品アーキテクチャーとその限界

　アーキテクチャーには「モジュラー型」と「す
り合わせ型」がある。青木（2001年）によれば、
「モジュラー型」システムとは、ある連結ルール
のもとで独立に設計され得るモジュールを結合す
ることで、複雑なシステムまたはプロセスを構成
したものである。モジュールとは、半自律的なサ
ブシステムであり、他の同様なサブシステムと一
定のルールに基づいて互いに連結することによ
り、複雑なシステムまたはプロセスを構成するも
のであり、一つの複雑なシステムまたはプロセス
を一定の連結ルールに基づいて、独立に設計され
得る半自律的なサブシステムに分解することがモ
ジュール化である。
　この定義に基づくならば古典的な機能分化も
「モジュラー型」システムであるが、今日の「モ
ジュラー型」システムの特徴としては以下をあげ
られる。
　1）相対的に個々のモジュール（サブシステ

ム）内の複雑性が増している
　2）モジュールの連結ルールが進化している
　3）全体システムの性質が事前的・中央集権的

に構想されるよりも、個々のモジュールに
よって事後的・自律的に形成される比率が
高まっている

　また、「モジュラー型」システムは連結ルール
（インターフェイス）が決められているので、構
成要素間の調整にかかるコストを節約できる。さ
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らに、モジュールの独立性が確保されることに
よって、システムに対する変化をモジュールレベ
ルに局部化することができるのである。たとえ
ば、「モジュラー型」システムの典型であるパソ
コンを考えてみると、デジタル・カメラの急速な
普及でパソコンに高い処理能力が求められるよ
うになっても、パソコン全体を設計し直す必要
はなく、高性能のCPUへの交換やグラフィック
ボードの装着によって対応することが可能であ
る。加えて、モジュールの独立性が確保されてい
ることで、製品開発、性能向上のスピードを大幅
に向上させることができる。パソコンの性能向
上は、CPU、ハードディスク、モニタなどの各モ
ジュールの性能向上に依存しているが、他のモ
ジュールとの調整コストが発生しないことでこの
スピードアップが可能となるのである。
　他方、「すり合せ型」システムは、要素間の複
雑な相互関係を積極的に許容し、相互関係を自由
に解放して継続的な相互作用にゆだね、構成要素
が微妙に調整し合ってトータルシステムとして性
能を発揮する。
　すでにみたように、「モジュラー型」システム

は分化した部分の改善・改良という範疇を超え、
製品のスピード開発、スピーディな性能向上を実
現している。しかし、同システムは、個々のモ
ジュール内の変化には柔軟に対応できるが、モ
ジュールをまたがる変化には弱い。加えて、達成
可能な最大のパフォーマンス水準がインターフェ
イスによって制約されてしまう。それに対して、
「すり合わせ型」システムでは、すべての構成要
素を密接に相互作用させて、実現可能な最大パ
フォーマンスを引き出すことができるのである。
一般に高度な安全制御の求められる自動車産業で
は、すり合わせ技術の適合度が高く、そのことが
日本メーカーの競争力の要因となっていると見ら
れている2。
　ただし、「すり合わせ型」システムも、無制限
のパフォーマンスを生み出すものではない。同シ
ステムでは、その認識範囲がシステム全体となる
ために、構成要素間の調整がきわめて複雑にな
る。図表3の左右の曲線は、ここでは同じ環境条
件に直面しつつも、解決策の異なる２つのシステ
ムを表したものであるととらえて欲しい。図表3

の縦軸は、システムが発揮するパフォーマンス
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図表２　「モジュラー型」と「すり合わせ型」のパフォーマンス比較

出典：藤本・武石・青島2001年
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の高さを示しており、横軸は環境条件を示してい
る。曲線はシステムの潜在性能（既存の技術で実
現できる性能の限界）を示している。曲線の頂点
はそのシステムにとっての理想環境を示してい
る。理想環境の位置から他の環境条件（制約条
件）が加わっていくと、システムのパフォーマン
スは逓減していくことになるので凸型の曲線と
なっている。曲線の内側ではシステムを成立させ
ることが理論上可能であるが、曲線の外側ではシ
ステムを成立させることは物理的に不可能（限
界）となる。
　左右の曲線については、1つのシステムは1つ
の機能要素からなる単純システムであり、もうひ
とつは2つの機能要素によって性能が実現される
複数システム（複雑システム）である。仮にこの
システムが製品であるとすれば、製品として成
立（システム成立）するためには、社会または市
場から要求されるパフォーマンス水準を超える性

能を実現しなければならない。ゆえに、曲線の内
側で要求されるパフォーマンス水準を上回る部分
がシステム成立領域（斜線部）となる。図表3に
あるように、他の条件が同一であれば、単純シス
テムよりも2つの機能要素からなる複数システム
の方がそれぞれの性能発揮及び理想環境の違いに
よって成立領域は狭くなる3。
　要求されるパフォーマンス水準とシステムの複
雑性が増すほど、システムを成立させるための
「すり合わせ」の余地は少なくなるのである。こ
うした状況下ではアーキテクチャーよりも、物理
限界の突破そのものが産業の競争要因となるので
ある。

4．科学隣接型技術

　産業技術は時代とともに高度化する。そして、
今日の先端産業は、学問に基づいた本物の本当に

出典：藤村2000年を参照作成

図表３　システム成立領域とシステム複雑性
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強い産業技術だけが勝ち残り、経験と勘に基づく
産業技術だけでは手も足も出ない段階に突入して
いる（大見2004年）。
　図表4は“産業の米”といわれる半導体の回路
の寸法幅（デザインルール）を細くする微細加工
技術の進歩を示したものである。半導体は1.5年
から2年で集積度が2倍向上するといういわゆる
ムーアの法則にしたがって性能向上が実現されて
きた。たとえばDRAMの記憶容量を向上させる
際にチップを大きくしたのでは性能面でも、コス
ト面でも意味がないので寸法幅を細くすることで
集積度の向上を図ってきた。1980年代に登場し
た16KビットのDRAMの寸法幅は4μmであった
が、2004年時点の先端DRAMは1Gビット、寸法
幅は90nmに達している。すでに半導体の先端技
術はいわゆるナノ領域にある。
　ナノ領域に達したということは、固体物理学に

基づいた技術の物理限界に接近したことを意味す
る 4。通常、物理現象を考える場合には、原子や
分子の集団としての振る舞いを対象とする。原子
や分子を個別にはとらえず、現象の解析には集団
の振る舞い（連続体）である電流や電気抵抗をと
らえる。しかしながら、これがナノ領域という微
視的世界に入ると、連続体科学としてみることの
限界に達し、原子や電子の運動は量子力学に基づ
いて記述されるようになるのである。量子力学の
世界に入るまで微細化が進行した半導体では、連
続体の世界での動作原理とはまったく異なる原理
が必要となる。（中山1998年）。
　ゆえに、現在の半導体産業では、勘や経験によ
る技術は通用せず、先端科学に裏打ちされた本物
の技術が求められているのである（大見2004年）。
　このように科学に隣接した技術が競争要因とな
る産業としては、半導体、先端金融、バイオテク

物質のスケール スケール

ネジの部品 １ｍｍ

1940年 1960年 1980年 2000年 2020年 2040年 年度

量子ドット

バクテリア

DNA、ナノチューブ

原子、分子

0.1μｍ

1nm

10ｎｍ

0.1ｎｍ

100μｍ

10μｍ

1μｍ

微生物

厚膜

肌、毛細血管

現在

出典：産業技術総合研究所（2003年）

図表４：微細加工技術の進歩
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ノロジー、先端医療・医薬、新素材、基本ソフト
ウェアなどがある。いずれも科学研究成果が産業
に取り込まれるまでの時間が短い産業であり（藤
村2000年）、高付加価値経営の求められるわが国
企業にとって競争力の問われる領域である。

5．技術の迂回戦略

　物理限界に直面しているすべての技術について
限界突破を図ることは容易ではない。物理限界の
突破とは、そのシステムの技術体系そのものを
根幹から再構築することを意味するからである 5。
その際には迂回戦略を採ることも選択肢の一つと
なる。迂回戦略とは、ある技術から既に実用性が
立証されている他の技術へ乗り換える、または実
証されている他の技術との組み合わせによって課
題解決を図ることである（中山1998年）。
　例えば、半導体世界最大手のインテルは、
MPUを微細化で高速化する従来方針を改め、複
数のMPUを１つのチップに組み込む「マルチコ
ア」方式への方向転換を打ち出している。すでに
ナノ領域にある回路設計について、微細加工技術
を高度化しても2010年には限界に達すると判断
しているのである。
　このような迂回戦略は現在の自動車産業でも
採られている。自動車産業では、厳しい環境基
準をクリアできるエンジン開発が一つの技術課
題となっている。しかしながら、エンジンの性能
向上のみで環境基準をクリアするには技術的課題
のハードルはあまりにも高いといわれている。そ
こで自動車メーカーでは、エンジンの性能向上に
ついての技術課題の解決を試みるとともに、ITS

などを通じた複合的な課題解決を図ろうとしてい
る。自動車は運行速度を上げると燃費改善（70

～80キロまで）につながることがわかっている。
つまり、料金所待ち、信号待ちによる渋滞を減ら
し、最短時間で目的地に到着できるようにすれ
ば環境基準をクリアすることができる。ITSシス
テムは90年代半ばから一部実用化されているが、

これを活用・整備して、自動車という移動手段で
はなく、交通システムといった観点から環境問題
を解決していこうとしているのである。
　物理限界の突破を試みるにせよ、迂回戦略を採
るにせよ、高度で広範囲な知識と俯瞰的な視野が
求められることに変わりない。この世界では経験
や勘に基づく技術・技能だけでは通用しないばか
りではなく 6、従来の技術開発方法も通用しない
といわれている。従来のように、大学や基礎研究
所で基礎研究を行い、何か面白そうな成果が出て
くると応用研究、実用化研究を行って事業化する
というリニアモデルは通用しない。今後はター
ゲットを明確にして、5年後、10年後、20年後の
実社会の強いニーズを予見・洞察し、その将来の
実社会の強いニーズに対する最適解を最短時間で
与えるために、必要な基礎研究、応用研究、実用
化研究を同時並行で進めていかなければならない
のである（大見2004年）。
　理論構築に向けては、事例及び実証データを積
み重ねなければならないが、先端産業の現状をみ
てみると、イノベーション理論の再検討が必要で
あるといえるかもしれない。

6．おわりに

　最後に、これまでみてきたような変化が現実で
あるとするならば、今後の経営研究はどうあるべ
きかについて若干の検討を行ってみたい。まず、
科学の中での経営学の位置づけについて考えてみ
よう。
　科学とは、さまざまな事象の間に客観的・普遍
的な規則や原理を見出し、全体を体系的に組織
し、説明するものである。この科学はその対象 

によって自然科学と人文・社会科学とに大別され
る。自然科学が対象とするものは、客観的な実在
と挙動である。自然科学では、実在に対する実験
や観測が重視され、得られた結果を客観的事実と
して認め自然を理解する。したがって、その自然
科学から得られる成果は、宇宙規模での“普遍的
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な”自然の摂理である。一方、人文・社会科学の
対象は人間の精神活動や生活環境、社会現象であ
る。人文・社会科学によって得られる成果は、“普
遍的な”ものにはなり得ず、個別的でローカルな
ものとなる（志村2002年）。
　いうまでもなく、社会科学の一分野である経営
学は、基本的にはローカルなものである。しかし
ながら、その考察対象であるビジネスそのもの
が、ユニバーサルな科学との隣接性を増している
とするならば、経営学の位置づけもいくらか再考
されてしかるべきであろう。
　われわれが研究対象とするビジネスや組織は、
すでにみたように技術体系の上に成り立ってい
る。産業革命以降の動力や制御などの技術革新と
それを体化した機械設備が登場しなかったら、巨
大企業及び組織体制やマネジメントも成立し得な
かった（Veblen, 1904）。加えて、インターネッ
トという新しい技術が登場し情報伝達コストが低
減したことで、機械設備に基づいて形成された
組織及び管理様式は変容を迫られ、分散化・ネッ
トワーク化がすでに現実となっている（Malone, 

2004）。
　機械設備の時代に問屋制家内工業を懐かしんで
いては、経営学の発展はなかったように思う。

注
 1　現実の性能と科学原理に基づく理論的な限界性能
の間にあまりにも大きな余白がある場合にもすり
合わせ技術は強みとはならない。調整余白が大き
ければモジュール化の効果の方が高いことが想定
される。すり合わせ技術は適度な余白があるとこ
ろでもっとも効果を発揮する技術である。

 2 詳しくは藤本・武石・青島2001年を参照。
 3 詳しくは藤村2000年を参照。なお、藤村は厳密に
は「物理限界」とその内側にあって、工学技術的
な限界である「装置限界」、またその技術を運用し
ている人間の技能的限界である「実行限界」を区
別している。あるシステムにおける最終的な実現
性能は「実行限界」の位置によって規定される。

 4 正確には60nm～40nmで物理限界に達するといわ
れている。

 5 加えて、ある製品システムについての物理限界の
突破は可能であっても、すべての科学・技術に共通
した絶対的物理限界（中山1998年）を超えること
はできない。たとえば、光の速度より速く移動す
る移動体を作ることはできない。

 6 もちろん、個々の課題解決については経験や勘
に基づく技術・技能は重要である。これらは藤村
（2000年）のいう「実行限界」を規定するものであ
る。
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